


受入れを中止する場合
□受入不可であることを入口に掲示すると共
に、帰宅困難者受入れのための受付作業（人
数、体調の確認）の中止
□受付で聞かれた場合、可能な限り、近隣の一
時滞在施設を案内する

□受入不可となったことを都あるいは区市町
村へ報告

□開設6時間ごとに班長会議を開催し、各班の
情報を共有する◎
□施設の記録作成（受入れ開始時間からの対応
状況について記録する）
□受入れた滞在者や職員の協力者から班業務に
協力してくれる方を募り、各班へ振り分ける
□その他他班に属さないことを実施もしくは他
班へ割当て

□施設内外の被害状況を収集し、掲示板を設
置している場合は適宜情報更新を行う
□必要時、施設からの情報発信を実施
（滞在者が不安になるため、可能であれば定
期的な情報発信のタイミングを示しておくこ
とが望ましい）

□備蓄物資の在庫確認を行い、必要数を把握
する
□物資の提供を行い、残数を把握する
□班長会議に合わせて備蓄の残数等を確認
し、補給が必要な状況か検討する。緊急の場
合は随時責任者に相談する。

□ 発熱などの有症状者を待機させることがで
きるスペースへの誘導
□施設滞在者と協力して適宜トイレ、ゴミの
状況を見回り、清掃を行う
□怪我人や病人が発生した場合は医療従事
者、総務班、情報班と協力し、可能であれば
応急手当や救護所への搬送を行う

閉鎖する場合
□完全に閉鎖するまでの所要時間を設定し、関
係機関や施設滞在者と調整を行う
・要配慮者（自力で移動できない人）がいる場
合は都や区市町村と移動手段や移動先を調整す
る
・すべて調整が済んだら施設滞在者へ所要時間
とともに閉鎖予定日時を伝える（情報班を通じ
て）

□公共交通機関が復旧し始めている場合は、
随時情報提供をするとともに、一斉に帰宅し
て危険な混雑を作らないよう、施設滞在者へ
呼びかける
□閉鎖の報告を都あるいは区市町村へ報告

□完全に施設を閉鎖するまでは適宜、可能な
範囲で物資提供を行う
□可能であれば片づけを始める

□完全に施設閉鎖するまで、適宜トイレ、ゴ
ミの状況を見回り、清掃を行う
□閉鎖に向けた所要時間中に、怪我人や病人
が発生した場合は医療従事者、総務班、情報
班と協力し、可能な範囲で応急手当や救護所
への搬送を行う

閉
設
ま
で

⑦閉鎖条件の検討（班長会議、緊急の場合は任意で責任者が情報収集し実施）
□周辺の公共交通機関は復旧してきているか
□施設内の滞在者数は減少してきているか
□備蓄の在庫数は、施設運営上、問題ない数か
□施設内の要配慮者はどのくらいの人数か、自力で移動できそうかどうか
□発災後72時間経過後も、施設運営が可能な状況か

⑧閉鎖の判断
発災後72時間程度を目途に、一時滞在施設の閉鎖の可否を判断しましょう

□受入を継続 ➡⑤⑥を継続
□閉鎖

⑦受入可否の判断
 必要に応じて、一時滞在施設への帰宅困難者の受入可否を判断しましょう

□受入を継続 ➡⑤⑥を継続
□受入を中止
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